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1 業務概要 
本要求水準書は、弘前市下水道事業包括的⺠間委託（以下、「本業務」という。）

の実施にあたり、弘前市（以下、「市」という。）が受託者に求める業務内容及び業
務水準を示すものである。 

本業務の目的、業務期間、対象施設、業務範囲その他の概要は、以下のとおりとす
る。 

1.1 業務の目的 

弘前市下水道事業は、昭和３７年に工事に着手し、昭和４８年から供用を開始して
おり、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集
合排水処理施設整備事業で構成されている。いずれの事業においても、人口減少等に
伴う下水道使用料金収入の減少や下水道施設の老朽化の進行などにより、今後ますま
す厳しい経営環境の到来が予想されている。 

本業務は、下水道施設の維持管理及び更新計画案策定等の各種業務について、⺠間
事業者の技術・経営ノウハウ及び創意工夫を活かした管理・更新一体マネジメントに
より、効率的な事業運営を図りながら、市⺠⽣活に⽋かすことのできない下水道サー
ビスを将来にわたり安定的に提供することを目的とする。 

1.2 業務期間 

業務期間は、令和１０年４月１日から令和２０年３月３１日までの１０年間とする。 

受託者は、業務契約書及びその他関係書類（受託者の提案書含む。）に従い、本業
務を実施するものとする。 

ただし、業務契約締結日から令和１０年３月３１日までの期間を移行期間とし、受
託者は業務の引継ぎを行うとともに、業務への習熟に努めるものとする。なお、移行
期間中に実施する業務引継ぎ、現地確認、研修及びその他受託者の責において行う業
務開始準備に要する費用は、受託者の負担とする。 

1.3 対象施設 

本業務の対象施設は、次のとおりとする。なお、令和１３年度の完了を目標に進め
ている湯口統合事業に伴い、湯口浄化センターに係る業務内容が変更となる可能性があ
る。当該変更への対応については、今後の事業進捗を踏まえ、市と受託者の協議により
決定する。 

(1) 公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の処理施設（雨水沈殿池及び
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中継ポンプ場を含む。） 
(2) 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業のマンホ

ールポンプ施設 

(3) 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の管路施
設（管きょ（汚水、合流及び雨水）、マンホール、マンホール蓋、取付管及び
ますを含む。） 

なお、農業集落排水事業の処理施設は本業務の対象施設に含まない。 

 
公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の処理施設 

施設名称 所在地 
弘前市下水処理場（雨水沈殿池）*１ 弘前市大字津賀野字浅田269-3 
湯口浄化センター 弘前市大字湯口字二ノ安田2 
百沢浄化センター 弘前市大字百沢字温湯18-9 
常盤野浄化センター 弘前市大字常盤野字湯段萢1-87 
城⻄中継ポンプ場 弘前市大字城⻄五丁目17-2 
桜ヶ丘中継ポンプ場 弘前市大字桜ヶ丘五丁目6-1 
城東中継ポンプ場 弘前市大字末広一丁目6-1 
堀越中継ポンプ場 弘前市大字堀越字川合1-6 

*１：弘前市下水処理場は合流改善事業により下水処理場としての機能を廃止し、現在は
既存施設を利用した雨水沈殿池として運用している。なお、本要求水準書における「弘前
市下水処理場」とは、当該雨水沈殿池を指す。 

マンホールポンプ及び管路施設*２ 

事業名 
管きょ延⻑（km） マンホー

ルポンプ 
(箇所) 汚水管 合流管 雨水管 合計 

公共下水道事業 
弘前地区 660.9 33.2 36.2 730.3 168 
岩木地区 47.7 0.0 0.0 47.7 17 
相馬地区 17.0 0.0 0.0 17.0 11 

特定環境保全公共
下水道事業 

百沢地区 10.1 0.0 0.0 10.1 6 
常盤野地区 3.3 0.0 0.0 3.3 4 

農業集落排水事業 
弘前地区 162.4 0.0 0.0 162.4 207 
岩木地区 35.0 0.0 0.0 35.0 24 
相馬地区 16.2 0.0 0.0 16.2 8 

*２：管路施設として、マンホール、マンホール蓋、取付管、ますを含む  
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1.4 業務の範囲 

受託者が行う業務の範囲は次のとおりである。 

１ 全般管理業務 
(1)統括管理業務 
(2)更新計画案策定業務 
(3)災害対応業務 
(4)電子台帳管理業務 

２ 処理施設に係る維持管理業務 
(1)運転操作・監視業務 
(2)環境管理業務 
(3)施設清掃・緑地管理業務 
(4)保守点検業務 
(5)修繕業務 
(6)ユーティリティ調達業務 
(7)廃棄物管理業務 

３ マンホールポンプに係る維持管理業務 
(1)運転管理・保守点検業務 
(2)修繕業務 
(3)ユーティリティ調達業務 

４ 管路施設に係る維持管理業務 
(1)点検・調査業務 
(2)清掃業務 
(3)修繕業務 
(4)事故対応・住⺠対応業務 

1.5 業務の履行 

1.5.1  一般事項 
・要求水準は、本業務を実施する上で受託者が満たすべき最低限の要件である。

受託者は、創意工夫による維持管理を実施するため、施設運営の具体的な内容
及び手法等を提案することができるものとし、その内容は市と受託者との協議
及び合意により決定する。 

・受託者は、本業務が社会的使命を持つことを認識した上で、責任をもって業務
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を履行しなければならない。 

・受託者は、対象施設の機能を確保し、下水道使用者に必要なサービスを安定的
に提供できるよう、本要求水準書、業務契約書及びその他関係書類に基づき、
誠実かつ安全に業務を履行しなければならない。 

1.5.2  業務管理 
・受託者は、対象施設の構造、性能、系統及びその周辺状況を十分に把握し、自

らの責任において主体的に業務を実施しなければならない。 

・受託者は、常に問題意識を持って業務を履行し、自らの有する技術的知見及び
ノウハウを最大限活用するとともに、創意工夫による業務改善を継続的に行い、
対象施設の予防保全並びに業務の効率化及び高度化に努めなければならない。
また、現行のサービス水準を維持するとともに、その向上に努めなければなら
ない。 

・受託者は、労働安全衛⽣法その他関係法令を遵守し、安全衛⽣管理及び労働災
害防止に努めなければならない。また、安全衛⽣上の障害が発⽣した場合は、
必要な措置を講じるとともに、速やかに市に報告しなければならない。 

・受託者は、地域住⺠との良好な関係の維持に努め、業務を円滑に実施しなけれ
ばならない。 

・受託者は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事
業の公益性を十分理解し、環境負荷の低減に配慮して業務を実施しなければな
らない。 

1.5.3  業務実施体制 
・受託者は本業務の実施にあたり、業務期間を通じて一体的なサービスを効果的

かつ安定的に提供できる業務実施体制を構築しなければならない。 

・受託者は、本業務に関する積極的な提案、市との情報共有及び各種調整等を円
滑かつ確実に実施するため、業務全体を統括する統括責任者１名、副統括責任
者２名、主任者２名以上（処理施設担当及び管路施設担当）、主任技術者１名
を配置しなければならない。 

・統括責任者、副統括責任者、主任者及び主任技術者は、それぞれ別の者を配置
するものとし、兼任は認めない。ただし、処理施設担当主任者については、市
が業務遂行上において支障がないと認める場合に限り、複数施設間で兼任する
ことができる。 

・本業務に配置する統括責任者、副統括責任者及び主任者は、本業務の履行に支
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障を及ぼす他業務又は工事との兼務を原則として認めない。 

・受託者は、各責任者の役割及び責任を明確にし、適正な業務履行体制でこれに
臨まなければならない。 

（１）共通要件 

本業務に配置する統括責任者、副統括責任者、主任者及び主任技術者は、受託者
又は受託者を構成する法人等と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者でなければな
らない。 

（２）統括責任者の要件 

統括責任者は、業務期間を通じて本業務全体の統括管理を行うとともに、各業務
の内容を十分に理解したうえで、市との窓口として調整及び適切かつ迅速な意思決
定を行う者とし、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。 

・下水道法施行令第１５条の３に規定する資格を有する者、又は下水道管理技術
認定試験（管路施設）合格者、若しくは下水道管路管理技士（資格種類・部門
問わず）であること。 

・平成２３年度以降において、処理施設又は管路施設に係る維持管理業務につい
て、統括責任者として１年以上従事した経験を有する者、又は副統括責任者と
して２年以上の従事経験を有する者であること。 

（３）副統括責任者の要件 

副統括責任者は、統括責任者を補佐するとともに、各業務の現場責任者として業
務従事者を指揮・監督するものとする。また、統括責任者が不在の場合には、その
職務を代行し、状況を的確に把握した上で、緊急時に速やかに連絡及び対応ができ
る状態を確保するものとする。 

副統括責任者は、処理施設担当及び管路施設担当をそれぞれ１名配置するものと
し、これらの兼任は認めない。 

なお、各副統括責任者は、それぞれ次に掲げる全ての要件を満たす者とする。 

①処理施設担当副統括責任者 

・下水道法施行令第１５条の３に規定する資格を有する者であること。 

・対象施設において業務時間中常駐し、所定の業務に従事できる者であること。 

②管路施設担当副統括責任者 

・下水道管理技術認定試験（管路施設）の合格者、又は下水道管路管理技士（資
格種類・部門問わず）の資格を有する者であること。 

・現場作業時に常駐し、所定の業務に従事できる者であること。 

（４）主任者の要件 
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主任者は、各業務の現場担当者として業務に従事し、日常の業務管理及び現場対
応を行わなければならない。 

なお、主任者は、各処理施設担当（弘前市下水処理場、浄化センター、中継ポン
プ場）及び管路施設担当にそれぞれ１名以上を配置するものとする。ただし、各処
理施設担当の主任者は、業務遂行に支障がなく、かつ人的融通により効率的な業務
運営が可能であると市が認める場合に限り、複数施設間で兼任することができる。 

各主任者は、それぞれ次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

①処理施設担当 

・下水道法施行令第１５条又は第１５条の３に定める資格のうち、下水道処理施
設の維持管理に必要な資格を有する者であること。 

・担当する対象施設の維持管理を適切に行うため、業務時間中に常駐し、所定の
業務に従事できる者であること。 

②管路施設担当 

・下水道管理技術認定試験（管路施設）の合格者、又は下水道管路管理技士（資
格種類・部門は問わない。）の資格を有する者であること。 

・現場作業時に常駐し、所定の業務に従事できる者であること。 

（５）更新計画案策定業務に係る主任技術者の要件 

更新計画案策定業務に係る主任技術者は、本業務の更新計画案策定業務に従事す
るものとし、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。 

・技術士（上下水道部門／総合技術監理部門［選択科目：下水道］）の登録者、
又はＲＣＣＭ（下水道部門）の登録者であること。 

1.5.4  業務の一部再委託 
・受託者は、本業務を実施するにあたり、自らが行う業務以外について、書面に

より市の承諾を受けた場合に限り、その業務を他の者に再委託し又は請け負わ
せることができる。 

・受託者は、本業務について再委託を行う場合、関係法令を遵守し、再委託者と
十分な調整を図るとともに、自らの責任において再委託者を適切に指導及び監
督しなければならない。 

1.5.5  関係法令等の遵守 
・受託者は、本業務実施に当たり、次に掲げる法令等を遵守しなければならない。 

(a)下水道法及び下水道法施行令 
(b)水質汚濁防止法及び水質汚濁防止法施行規則 
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(c)排水基準を定める省令 
(d)浄化槽法 
(e)環境省関係浄化槽法施行規則 
(f)悪臭防止法 
(g)消防法 
(h)道路法 
(i)道路交通法 
(j)河川法 
(k)電気事業法 
(l)騒音規制法 
(m)廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
(n)酸素⽋乏症等防止規則 
(o)労働基準法 
(p)労働災害補償保険法 
(q)労働安全衛⽣法 
(r)環境基本法 
(s)個人情報の保護に関する法律 
(t)⻘森県流域下水道接続等取扱要綱 
(u)排出水等自主測定実施要領 
(v)弘前市下水道条例 
(w)弘前市公共下水道の構造の基準及び維持管理に関する条例 
(x)弘前市農業集落排水処理施設条例 
(y)弘前市公害関係規制基準 
(z)その他関連法令、施行規則、監督官庁からの指示命令等 

1.5.6  安全管理 
（１）一般事項 

・受託者は、公衆公害、労働災害及び物件損害等の未然防止に努め、労働安全衛
⽣法（昭和４７年法律第５７号）、酸素⽋乏症等防止規則（昭和４７年労働省
令第４２号）等の定めるところに従い、その防止に必要な措置を十分講ずるこ
と。 

・地震等の災害発⽣時に迅速な対応ができるよう、必要な体制及び対策を整備し
ておくこと。 
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・事故防止を図るため、安全管理については、全体業務計画書に明示し、受託者
の責任において実施すること。 

（２）安全教育 

・受託者は、業務従事者に対して、定期的に当該業務に関する安全教育を行い、
業務従事者の安全意識の向上を図ること。 

・受託者は、危険又は有毒ガス等が発⽣する環境での業務従事者に対して、特別
な教育を行うこと。 

（３）労働災害防止 

・受託者は、現場の作業環境を常に良好な状態に保ち、機械器具その他の設備は
常時点検して、業務従事者の安全を図ること。 

・対象施設の内部で作業を行う場合は、酸素⽋乏症等の危険作業に該当するため、
酸素⽋乏・硫化水素危険作業主任者の指示に従い、酸素⽋乏空気・有毒ガスの
有無を作業開始前及び作業中に継続して測定し、換気等事故防止に必要な措置
を講じるとともに、呼吸用保護具等を常備すること。なお、測定結果は記録・
保存し、市が提示を求めた場合は、その指示に従うこと。 

・作業中、酸素⽋乏や硫化水素等の有毒ガス等が発⽣した場合は、直ちに必要な
措置を講じるとともに、市、関係官公署及びその他の関係機関に緊急連絡を行
い、その指示に従うこと。 

・資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者をあて、かつ、重機
誘導員を配置すること。 

・受託者は、作業に当たり対象施設又はガス管付近では、絶対に裸火を使用しな
いこと。 

（４）公害災害防止 

・作業中は、常時、作業現場周辺の居住者及び通行人の安全、並びに交通、流水
等の円滑な処理に努め、現場の保安対策を十分講ずること。 

・作業現場には、業務内容を明示した標識を設けるとともに、夜間には十分な照
明及び保安灯を施し、通行人、車両交通等の安全の確保に努めること。 

・作業区域内には、交通誘導員を配置し、車両及び歩行者の通行の誘導、並びに
整理を行うこと。 

・作業に伴う交通規制及び保安対策は、関係官公署及びその他の関係機関の指示
に従い、適切に行うこと。 

・前項の対策に関する具体的事項については、関係官公署及びその他の関係機関
と十分協議して定め、協議結果を市に報告すること。 
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（５）交通安全管理 

・道路上にて作業を行う場合には、受託者が事前に所轄警察署に道路使用許可申
請を行うとともに、道路使用許可に基づき交通安全施設を設置すること。また、
道路使用許可条件を遵守し、交通誘導員の配置、指導の徹底を行うこと。 

・道路上において作業を行う場合に使用する看板については、路上工事看板設置
関連通達に基づくものを使用すること。 

（６）局地的な大雨等による安全管理 

・大雨による急激な雨水流入により、対象施設内では流速及び水位が急変するお
それがあることを踏まえ、対象施設内の水量が増水した後の対応のみならず、
急激な増水が発⽣する前に作業等を中止又は中断するなどの予防的な対応も含
め、受託者は対象施設内での作業を安全に実施するための安全管理体制を確保
すること。 

・作業日には、開始前に業務従事者全員に対して、作業内容、作業時間、当日の
天気予測、当該作業箇所の水位や流速、退避ルート、退避時の合図等について
ミーティングを実施し、安全管理の内容について周知徹底する。また、安全器
具の設置等についても周知徹底し、安全対策の重要性を認識させるとともに、
危険予知活動を実施し、活動内容を写真や書類等により記録する。 

・受託者は、安全管理に万全を期すため、現場特性に応じた中止基準について、
以下を参考として、自らの責任において設定し、市へ報告する。 

①作業等開始前 

・当該作業箇所及び上流域等に大雨又は洪水に係る注意報又は警報が発令された
場合、管路施設内の作業等は行わない。 

・当該作業箇所又は上流域等に降雨や雷が発⽣している場合、管路施設内の作業
等は行わない。 

・作業等開始前に当該作業箇所の管路施設内の水位や流速を計測した結果、異常
が認められた場合、管路施設内の作業等は行わない。 

②作業中 

・当該作業箇所及び上流域等に洪水又は大雨の注意報・警報が発令された場合、
即刻作業等を中止し速やかに地上に退避すること。 

・当該作業箇所又は上流域等に降雨や雷が発⽣している場合、即刻作業等を中止
し速やかに地上に退避すること。 

・管路施設内の状況に異常があると業務従事者等が判断した場合、即刻作業等を
中止し速やかに地上に退避すること。 
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（７）その他 

・受託者は、事故が発⽣した場合は、緊急連絡体制に従い、直ちに市及び関係官
公署に連絡するとともに、必要な措置を講ずること。 

・受託者は、事故の原因、経過及び被害内容を調査のうえ、その結果を書面によ
り速やかに市へ報告すること。 

1.5.7  危機管理 
・受託者は、豪雨、豪雪、台風、地震、その他の天災並びに停電、施設の故障、

その他施設機能に重大な支障が⽣じた場合に備えて、緊急連絡体制を整備し、
また業務従事者を非常招集できる体制を確立し、地元企業との非常時応援協力
体制の検討を行った上で、必要な応急措置を迅速に実施できる体制を整備して
おかなければならない。 

・緊急事態が発⽣した場合、受託者は、必要な初期対応を行うとともに速やかに
市に連絡しなければならない。 

・緊急事態の初期対応の考え方及び危機管理マニュアルの整備について、市と受
託者は協議の上、具体的な危機管理対応を定めるものとする。 

1.5.8  技術管理 
・適正に業務を実施するために、必要な技術的能力の向上並びに技術者、業務従

事者等の育成及び確保を図ること。 

・本業務は効率性、安全性、環境への影響等が重要な意義を有することを鑑み、
継続的に、より適切な技術の選定及び業務の改善に取り組むことにより、品質
を確保すること。 

・再委託を行う場合は、当該業務の実施にあたり法令上求められる要件はもとよ
り、受託者自らが必要と考える実施要件を定め、これを達成可能な適切な者に
業務を行わせること。 

・技術の向上と継承に向けて、市職員に対する研修にも配慮すること。 

1.5.9  秘密の保持及び個人情報の保護 
・受託者は、本業務の履行に伴い知り得た情報、その他資料等は、市の許可なく

外部に漏らしてはならない。 

・情報セキュリティの重要性を十分認識するとともに、業務の遂行に当たって
「弘前市情報セキュリティポリシー」を遵守すること。 

・個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法
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律第５７号）を遵守し、本業務の履行に伴い知り得た他人の情報を漏らしては
ならない。本業務終了後も同様とする。 

1.5.10  環境対策 
・受託者は、市が実施する環境配慮に係る取り組みへの協力要請に対して、可能

な限りこれに協力すること。 

1.5.11  地域貢献 
（１）地域経済に関する事項 

・受託者は、本業務を実施するにあたり、地元の企業・人材の活用を図るなど、
地域貢献に寄与すること。 

（２）地域住⺠等とのコミュニケーションに関する事項 

・受託者は、本業務の実施に当たり、地域住⺠等の理解と協力を得るとともに、
紛争等が⽣じないよう努めなければならない。 

・受託者は、いかなる理由があっても、地域住⺠等から報酬、手数料等を受け取
ってはならない。また、再委託先等に対しても同様の行為を行わないよう、十
分に指導及び監督しなければならない。 

1.5.12 モニタリング 
受託者が本業務を適正かつ確実に履行し、本書に示す要求水準を達成しているか否

かを確認するために、受託者はセルフモニタリングを行うこと。 

また、市も同様にモニタリングを行う。なお、モニタリング内容の詳細は公募時に
公表する業務契約書（案）において示す。 

 

1.5.13  移行期間の実施方法 
移行期間における具体的な内容・実施方法等は、以下が適用される。なお、移行期

間において、受託者による教育訓練その他の準備に不備又は未了の事項があった場合
であっても、これをもって業務契約上の責任を免れることはできない。 

（１）実施計画 

・移行期間における教育訓練は受託者が主体的に実施するものとし、市は受託者
の要求する教育訓練に関する情報提供への協力及び指導を行うものとする。 

・受託者は移行期間内に教育訓練を実施、完了できる体制を準備すること。 

・受託者は、教育訓練に必要な情報及び指導を要する事項等を整理し、移行期間
内に教育訓練に関する基本実施計画を作成した上で、市に提出すること。 
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・市と受託者は、受託者が提出した基本実施計画について検討・協議し、実施内
容を決定する。 

・基本実施計画に変更が⽣じる場合は、当該変更を行う当事者が速やかに相手方
へ通知すること。 

（２）実施内容 

・受託者は移行期間において業務実施に関し、必要な教育・訓練を行うものとし、
市は受託者が行う教育・訓練に協力するものとする。 

(a)受託者が使用する業務事務所及び備品等の利用方法の把握 
(b)電子台帳及び現地確認等による対象施設の位置等の把握 
(c)データベース等保管情報の運用方法についての把握 
(d)その他、市又は受託者が必要とする事項 

（３）実施体制 

・受託者は、教育訓練の基本実施計画に基づいた教育訓練が実施できる体制を準
備すること。 

・受託者は、移行期間中に業務従事者へ前項の事項その他必要な事項を習得させ、
移行期間終了の翌日から業務の全てを履行できるよう教育訓練体制を準備する
こと。 

（４）その他 

・移行期間の実施にあたって疑義が⽣じた場合は、市及び受託者が協議の上、誠
意をもって解決するものとする。 

1.5.14  業務終了時及び引継ぎ 
（１）業務終了時 

・受託者は、本業務の契約期間が満了したとき、また契約が途中解除されたとき、
本業務の履行により作成又は取得した電子データ及び関連図書等を、市または
市が指定する者に対して、無償で引き渡すこと。 

・引継ぎの対象は、運転管理、維持管理及び更新計画案策定業務の継続に必要な
データとする。ただし、受託者の特許、ノウハウその他受託者固有の知的財産
に属するデータ及びマニュアル等であって、業務に支障を⽣じないものについ
ては、この限りではない。 

・受託者は、契約期間の満了又は契約解除に際し、市又は市が指定する者に対し
て適切な引継ぎを行うこと。なお、契約期間満了の場合は、原則として市が指
定した時期から契約期間満了までの期間を業務引継期間とする。 
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（２）引継事項の整理 

・受託者は、業務引継期間を通して引継ぎ事項を記録し、引継書を作成すること。 

・本業務の事業引継期間の開始後、各業務の留意点等について新たな事項が判明
した場合は、適宜引継書の内容を更新し、契約期間終了時に市又は市が指定す
る者へ引き渡すこと。 

・引継書には、少なくとも以下の項目を記載すること。なお、受託者の特許、ノ
ウハウその他受託者固有の知的財産に属する事項であって、業務の継続に支障
を⽣じないものについては、この限りでない。 

(a)業務マニュアル及び業務手順書 
(b)運転状況及び施設機能の発揮状況 
(c)諸機械の振動、異音等の状態 
(d)計装設備の調節状況 
(e)運転操作方法 
(f)その他留意事項 

（３）契約期間終了時の状態 

・受託者は、契約期間終了時に、市又は市が指定する者とともに、契約期間終了
前に十分な期間を設けて施設機能確認を行うものとする。施設機能確認の結果、
適正な維持管理を行っていた場合には通常想定されない著しい機能低下が認め
られたときは、受託者の責任において施設の機能回復を行うものとする。なお、
受託者が提案した更新計画案又は修繕計画案について、市が採用しなかったこ
とに起因して機能低下が進行した場合は、この限りでない。 

・契約期間開始時に貸与された物品は、契約期間終了時にすべて返却すること。
また、予備品及び消耗品については、業務引継ぎ時に在庫品リストを作成し、
市へ提出すること。 

1.5.15  その他の事項 
・夜間は、処理施設内における盗難被害等の事故防止のため施錠管理し、十分な

監視・警備を行わなければならない。関係者以外の施設内への立ち入りについ
ては特に留意し、事故等が発⽣しないように努めなければならない。不審者侵
入の場合は、警備委託先及び警察に躊躇なく通報し、単独での対応は行わない
こと。また、警備委託先及び警察に通報後、速やかに市に報告すること。 

・受託者は、施設の火災を未然に防止するため業務室ごとに火元責任者を選び、
火気の的確な取扱い及び後始末を徹底させなければならない。 
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・市が業務に関する資料の提出を求めたときは、受託者は速やかに応じなければ
ならない。 

・次に掲げる業務は経費負担も含め、両者協議のうえ対応するものとする。 

(a)受託者の責に帰さない事由により発⽣した施設設備・機器等の重大な故障 
への対応業務 

(b)市が別途発注する修繕工事、更新工事等に伴い必要となる施設の運転停止、
切替操作、立会及び確認業務 

(c)火災、地震、停電その他の災害により発⽣した被害のうち、通常の維持管理
業務の範囲を超える対応業務 

(d)その他、本要求水準書に定めのない業務であって、市が必要と認める業務 
・本要求水準書に明記されていない事項又は疑義が⽣じた場合は、市と受託者が協

議のうえ定めるものとする。 

1.6 プロフィットシェア 

本業務において、受託者が本書に定める業務の水準を低下させることなく、業務契
約後に新たな提案（効果的な手法、新技術導入等）により費用を縮減した場合、縮減
額に関してプロフィットシェアを導入する。なお、詳細は公募時に公表する業務契約
書（案）において示す。 

 

2 業務要求水準 
・受託者は、業務期間を通じて、以下に示す業務水準を確保すること。 

2.1 基本的水準 

・受託者は、業務の履行に必要な関係法令その他関係書類等を熟知し、その定めに
従って業務を履行すること。 

・受託者は、設備の構造、動作特性、管理状況及び諸性能を熟知し、平常時はもと
より故障又は事故発⽣時においても、迅速かつ適切な対応ができる体制を整える
こと。 

2.2 全般管理業務の要求水準 

・受託者は、維持管理に関する各業務を総合的に管理し、関連法令を遵守しながら、
予防保全の視点に立った計画的かつ効率的・効果的な業務運営を行い、本要求水
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準書に定める要求水準を満足しなければならない。また、創意工夫を活かした業
務改善に努め、維持管理に関する業務を一体的にマネジメントしなければならな
い。 

2.2.1  統括管理業務 
・受託者は、統括責任者を配置し、業務期間中の各業務を統括することにより、一

体的なサービスを効率的・効果的かつ安定的に提供し、本業務に関する市への積
極的な提案、市との必要な情報交換及びその他必要な調整等を円滑かつ確実に実
施すること。 

（１）各種業務のマネジメント（業務全般の統括管理） 

各種業務のマネジメントの内容は、以下のとおりとする。 

・統括責任者は、業務期間中の各業務の一元的な統括管理を行うこと。 

・統括責任者は、全ての個別業務の内容を理解し、市との窓口となること。 

・統括責任者は、現場で⽣じる各種課題や市からの求めに対し、適切かつ迅速な
意思決定を行って課題等を解決すること。 

（２）業務計画書及び報告書の作成 

・統括責任者は、全体業務計画書、年間業務計画書、月間業務計画書、年間業務
報告書、月間業務報告書及びその他報告書等を作成し、適時適切に市に対して
内容を説明すること。なお、各種業務計画に記載の業務の計画と実績に差異が
⽣じた場合は、必要な措置を講じて、本業務の円滑な進捗を図らなければなら
ない。 

・統括責任者は、各業務の進捗状況について、業務契約書に定めるところにより、
報告書等を作成し、定期的に市に報告を行うこと。なお、受託者は、報告書の
内容等について、必要があるときは、市・受託者協議の上、その内容等を改善
すること。 

（３）安全管理・技術管理・危機管理・環境対策・地域貢献等 

・本業務の基本的な取組方針に定めた、安全管理、危機管理、技術管理、環境対
策、地域貢献等に取組み、適切な対応を行うこと。 

（４）その他必要な事項 

・統括管理を実施するにあたり、その他必要となる事項を実施すること。 

2.2.2  更新計画案策定業務 
・受託者は、日々の維持管理業務で得られた点検結果、運転データ、故障履歴そ

の他の維持管理情報を収集・分析し、施設の健全度や劣化傾向を把握した上で、
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今後の修繕及び改築の見通しを検討すること。 

・受託者は、前項の検討結果に基づき、弘前市公共下水道ストックマネジメント
計画の原案を作成し、令和１１年７月末及び令和１６年７月末までに市へ提案
し、確認を受けること。 

・受託者は、更新計画案の反映状況及び履行方法を確認するため、更新計画案の
確認後速やかに、各種業務計画書（修正版）を市に提出すること。 

・受託者は、更新計画案の進捗状況を確認するため、更新計画案を反映した年間
業務報告書及び月間業務報告書により、定期的に市へ報告を行うこと。 

2.2.3  災害対応業務 
・災害対応業務とは、豪雨、豪雪、台風、地震その他の災害又は事故等が発⽣し

た場合における事前の体制構築や、状況確認、応急措置その他必要な初動対応
を行うものとする。 

（１）災害等の緊急時の体制の構築 

・災害、事故などにより障害等が発⽣した場合においても対象施設の機能停止に
よる影響を最小限に抑えることができるよう、緊急時における対応方法及び体
制を構築すること。また、早期に対象施設の復旧が可能な体制を構築すること。
とりわけ、作業箇所及び上流域等に洪水または大雨の注意報・警報等が発令さ
れた場合における連絡体制、出動態勢及びその待機基準を定めること。連絡体
制及び出動態勢を定めるにあたっては、常に迅速な対応が図れるよう、事前に
市と協議の上、各々の役割分担を定めるものとする。 

（２）災害等の緊急時の対応 

・災害発⽣時には、市の弘前市業務継続計画及び弘前市上下水道事業業務継続計
画（ＢＣＰ）を踏まえ、緊急時の事業継続のための危機管理マニュアルを作成
し、これに従い対応すること。なお、豪雨、豪雪、台風、その他の天災等の災
害発⽣時には、適切な連絡体制を確保の上、適宜市へ報告すること。 

・受託者は、災害発⽣時において対象施設の被災による二次災害のおそれがある
場合等は、市と密に連絡・調整を行うとともに、予め緊急点検に応じた適切な
緊急措置等を講じ、被災状況の把握に協力するとともに、二次災害の未然防止
に努めるものとする。 

2.2.4  電子台帳管理業務 
・受託者は、本業務において得られた点検、調査、修繕その他維持管理に関する

情報を整理、蓄積及び管理すること。 
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・受託者は、対象施設に関する維持管理情報を記録したデータを作成し、市が導
入している「電子台帳システム（ＳｋｙＳｃｒａｐｅｒ）」に登録すること。 

・受託者は、市が保有する既存の電子台帳情報を活用するとともに、本業務にお
いて得られた維持管理情報を継続的に登録し、電子台帳の充実及び更新を図る
こと。 

2.3 処理施設に係る維持管理業務の要求水準 

・受託者は、処理施設において業務従事日、業務従事時間、休業日を基本として次
のとおりとする。 

(a)業務従事日は、月曜日から金曜日までとする。 
(b)業務従事時間は、原則８時３０分から１７時００分までとする。ただし夜間

勤務及び休業日における勤務についてはこの限りでない。なお、夜間勤務を
行う場合の業務従事時間は、１６時３０分から９時００分までとし、交代制
とする。 

(c)休業日は、⼟曜日、日曜日、国⺠の祝日並びに、１２月２９日から翌年１月
３日までとする。 

・受託者は、対象施設の運転管理及び維持管理上必要があると認める場合は、前
項に定める業務従事時間及び休業日にかかわらず、必要な作業を実施すること。 

・業務従事者は、業務従事時間中、本業務の遂行に支障を⽣じさせることのない
よう業務に従事すること。 

2.3.1  運転操作・監視業務 
（１）下水処理場に係る運転操作・監視業務 

・場内の運転方法は次のとおりとする。 

流入部の分水人孔ゲートから岩木川流域下水道へ汚水を受け入れ、県岩木川浄
化センターで二次処理までを行う。流入汚水量が、弘前市公共下水道の排除汚水
受入れに係る運用規則第３条第１項及び同条第３項に定める量に達した場合は、
超過した雨水分を弘前市下水処理場へ流入し、滞水を行う。晴天時等の流入汚水
量が上限に到達しないと見込まれる場合は、滞水した雨水分を県岩木川浄化セン
ターへ返流させる。なお、施設容量以上の流入がある場合は、滅菌処理の上、簡
易放流を行う。 

・施設容量は以下のとおり。 
−雨水沈殿池（旧雨水滞水池）８，０００㎥  
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−雨水沈殿池（旧Ｂ・Ｃ系最初沈殿池）４，０００㎥ 
・下水管きょから溢水事故を防止するため、適正な運転管理に努めること。 

・主ポンプ等の設備は、揚水量維持及び雨水腐敗防止のため、１週間に１回、１台
毎の手動運転を行い、設備の動作状況等を確認すること。 

・予備機は、機器の保全管理のため、原則として一定期間毎に稼動機と交代して運
転するものとする。 

・以下の作業を実施すること（昼間及び夜間）。 

(a)中央操作室等における監視、操作、記録等の作業 
(b)現場（現場操作盤等）における操作等の作業 
(c)管理日誌等の作成、電気室内等における計器類の指示値の記録等の作業 
(d)中央操作室内等の整理、清掃等の作業 
(e)場内の巡視点検 

（２）中継ポンプ場に係る運転操作・監視業務 

・下水管きょから溢水事故を防止するため、適正な運転管理に努めること。 

・汚水ポンプの運転は、汚水ポンプ井水位による自動運転とする。ただし、汚水ポ
ンプの送水量維持のため、１週間に１回、１台毎の手動運転を行い、汚水ポンプ
の閉塞状況等を確認すること。 

・予備機は、機器の保全管理のため、原則として一定期間ごとに稼動機と交代して
運転するものとする。 

・以下の作業を実施すること。（昼間及び夜間） 

(a)中央操作室等における監視、操作、記録等の作業 
(b)現場（現場操作盤等）における操作等の作業 
(c)管理日誌等の作成、電気室内等における計器類の指示値の記録等の作業 
(d)電気室内等の整理、清掃等の作業 
(e)中継ポンプ場の巡視を毎週１回実施すること。 

（３）浄化センターに係る運転操作・監視業務 

・下水管きょから溢水事故を防止するため、適正な運転管理に努めること。 

・予備機は、機器の保全管理のため、原則として一定期間毎に稼動機と交代して運
転するものとする。 

・以下の作業を実施すること。（昼間のみ） 

(a)電気室等における監視、操作、記録等の作業 
(b)現場（現場操作盤等）における操作等の作業 
(c)管理日誌等の作成、電気室等内における計器類の指示値の記録等の作業 



19 
 

(d)電気室内等の整理、清掃等の作業 

2.3.2  環境管理業務 
・別紙１に従い、水質測定及び臭気測定を実施すること。 

・浄化センターからの放流水質は、水質汚濁防止法、下水道法及びそれらの関係法
令が定める水質基準を遵守しなければならない。ＢＯＤ、ＣＯＤ、透視度につい
ては、次の値を放流目標とする。 

(a)ＢＯＤ  １５㎎／ℓ以内 
(b)ＣＯＤ  ２０㎎／ℓ以内 
(c)透視度  ５０以上 
・各処理施設の流入水、放流水、脱水汚泥の試料採取及び水質試験等を実施するこ

と。 

(a)分析項目、実施時期及び回数は、別紙２のとおりとする。ただし、硝酸性窒素
及び亜硝酸性窒素については、それぞれ区別し、定量するものとする。 

(b)試料採取時は、状況、試料の外観等を別紙３採水用データシートに記録し、異
常がみられる場合は速やかに市に報告するものとする。なお、試料の採取に必
要な容器等は、受託者の負担とする。 

(c)分析試験は、次のいずれかによるものとする。なお、いずれにも該当しない試
験方法を採用するときは、試験方法説明書に明記すること。 

−下水試験方法（最新版） 
−下水の水質の検定方法に関する省令（昭和３７年厚⽣省令・建設省令第１

号） 
−排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検

定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号） 
−下水汚泥分析方法（最新版） 
−肥料分析法（最新版） 
−底質調査方法（平成２４年環水大水発１２０７２５００２号） 
−産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号） 
−日本産業規格（ＪＩＳＫ０１０２（工場排水試験方法）） 

(d)数値の丸め方は、日本産業規格（ＪＩＳＺ８４０１（数値の丸め方））を採用
すること。 

(e)結果の表示は、検液１Lあたりの含有量 [mg/L等]を基本とする。また、ダイオ
キシン類の測定値については、実測濃度に加えて総量の毒性当量値[pg-TEQ/L
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等]も併せて表示するものとする。 
(f)試験成績表及び年間成績表は、試験結果と併せて法定基準値を記載すること。 
 (g)計量証明書を添付し、検査結果の評価、報告、管理を行うこと。 
 

2.3.3  施設清掃・緑地管理業務 
・受託者は、対象施設の機能及び作業環境を良好に保つために本業務用地内及び対

象施設内の清掃を定期的に実施すること。 

・受託者は、本業務用地内の外構及び植栽の維持管理を定期的に実施する。植栽
（建物内部等に植栽を提案する場合はそれも含む。）に関しては、以下の事項に
対し必要かつ適切な保護・処理を実施し、維持すること。 

(a)植栽の維持管理に当たっては、利用者及び通行者の安全に配慮すること。 
(b)植物の種類、形状、⽣育状況等に応じて、せん定、刈り込み、灌水、除草、施

肥、病害虫防除、強風や冬季に必要な養⽣等の適切な方法による維持管理を行い、
周辺環境と調和した美観を保持すること。 

(c)薬剤、肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定し、散布、使用に当たっては、
予め市と協議すること。 

(d)隣接地権者との敷地境界付近での作業方法等については、市と協議・調整のう
え、適切に行うこと。  

(e)除雪に関しては、対象施設の維持管理業務に支障が⽣じないよう、外構や出入
り口その他必要箇所の除雪作業を実施すること。 

2.3.4  保守点検業務 
・対象施設の設備については、各設備が有している機能・性能を十分に発揮できる

よう、日常点検、定期点検、臨時点検、簡易な故障修理等に係る年間実施計画を
作成すること。なお、計画の策定に当たっては、別紙４に示す過年度までの委託
仕様書を参考に、施設の機能維持及びライフサイクルコストの縮減に資する観点
から、点検内容、点検頻度及び実施方法を受託者が提案し、市の承認を得ること。 

・設備については、各設備機器等が有している機能・性能を十分に発揮できるよう
に日常点検、定期点検及び臨時点検を通じて機能の確認、整備、簡易な故障修理
等を行うこと。 

・日常点検、定期点検、臨時点検等で異常・不良及び故障等を発見した場合は、速
やかに市に報告するとともに、適切な処置を行うこと。 

・受託者は、自家用電気工作物のみなし設置者として、電気事業法に定める電気主
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任技術者を選任し、電気工作物を維持するほか、関係法令を遵守し、電気設備の
保安業務を行うこと。なお、電気主任技術者の選任は外部委託も可とする。 

・消防用設備点検、自家用電気工作物保安管理その他法令で義務付けられている点
検については、受託者の負担により実施すること。なお、設備メーカーが推奨す
る点検については、設備の健全性及び機能維持を確保されることを前提として、
受託者が代替手法を提案することができる。 

2.3.5  修繕業務 
・各施設・設備及び機器の機能が正常に発揮・維持できるよう、適切に保守点検を

実施すること。また、保守点検の結果を踏まえて修繕計画を作成し適切な修繕を
実施すること。 

・設備・機器等に異常・故障等が発⽣した場合は、補修等の適切な初期対応を行う
と共に、原因を究明し、異常報告を速やかに行って機能の回復に努めること。 

・修繕は、原則として１年あたり２，２００万円（税込）以下とする。また、修繕
部品等の購入や修繕費等の支払いに係る事務についても本業務に含むものとする。
なお、事前に修繕内容、修繕金額を市に提出し、確認を得なければならない。た
だし、緊急対応のための応急対応を要する場合はこの限りではない。 

・修繕に使用する部品等は、仕様変更による性能低下とならないよう実施すること。 

・故障、不良、破損の状況が受託者では対応できない場合は、市に図面を添付して
速やかに報告し、その対応について協議すること。 

・修繕実施後の履歴を整理し、市に報告すること。 

・機器の保全履歴や整備・工事等の情報を整理し保管すること。 

2.3.6  ユーティリティ調達業務 
・受託者は、本業務に関わるユーティリティ（電気・ガス・水道・薬品・燃料）及

び通信費は、受託者による負担とし、受託者の責任において調達するものとする。 

・受託者は、省エネルギーの観点から使用電力量の低減等の自主的なエネルギー管
理を行うこと。 

・上記実施内容の的確性が説明できるデータを収集・整理し、常備すること。 

2.3.7  廃棄物管理業務 
・各施設から発⽣する一般廃棄物および産業廃棄物（以下、「廃棄物等」という。）

の管理は廃棄物の処理及び清掃に関する法律を遵守し、各施設の運転に支障をき
たすことなく、また悪臭発⽣による周辺環境への影響がないように適正に管理及
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び処分すること。また、資源化可能なものは可能な限り資源化し、廃棄物等の減
量に努めること。 

・受託者は、廃棄物等の運搬業者及び処分業者と、それぞれ必要な契約を締結する
こと。 

・受託者は、当該月度の廃棄物搬出量を確認し本市に報告するとともに、産業廃棄
物の基本契約書の写し及びマニフェストの写しを本市へ提出すること。 

・事業期間において、受託者が管理すべき主な廃棄物量の年間予定数量を下記に示
す。 

・主な廃棄物について、年度ごとの予定数量を超える廃棄物の処分が必要となる
場合は、受託者は速やかに市へ報告し、その対応について協議すること。 

 

 

 

①  廃棄物処分量の過去実績と予定数量 

廃棄物名称 実績／予定数量 運搬・処分量 

混合廃棄物 

（ ス カ ム 、 沈
砂、し渣等） 

 

実績 

令和３年度 191.25 t/年 

令和４年度 147.50 t/年 

令和５年度 161.46 t/年 

令和６年度 153.90 t/年 

令和７年度 110.88 t/年 

年間予定数量 160 t/年 

2.4 マンホールポンプに係る維持管理業務の要求水準 

2.4.1  運転管理・保守点検業務 
・受託者は、マンホールポンプの機能及び性能を維持するため、以下に示す点検項

目を基本として年間実施計画を作成すること。なお、各計画の策定に当たっては、
過年度の維持管理実績及び設備状態を踏まえ、施設機能の維持及びライフサイク
ルコストの縮減に資する観点から、点検頻度、実施時期及び実施方法について受
託者が提案し、市の承認を得ること。また、受託者は、同等以上の効果が認めら
れる場合において、点検手法の見直し又は代替手法を提案することができる。 

(a)電圧、電流、ポンプ運転時間、絶縁抵抗測定等の記録 
(b)汚水ポンプの試運転及び記録 
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(c)ポンプ本体の劣化状況確認（ケーシング・羽根車の磨耗状況、異音、錆の状
況） 

(d)通報装置の通報試験及び停電補償用バッテリーによる動作確認 
(e)マンホール内部の目視点検 
(f)ポンプ制御盤内部及び周辺の清掃、草刈り、除雪 
(g)電磁接触器、継電器等電気機材の動作状況の確認 
(h)水位計類の運転水位の確認及び投込圧力式水位計の零点調整 
(i)不良箇所に対する、携帯工具、予備品等を用いて修理可能なものの修理 
(j)引込開閉器端子部の腐食状況の確認 
(k)し渣カゴの定期的点検、し渣の処理  

・受託者は、市からの連絡およびマンホールポンプ場に設置されている自動通報装
置からの異常通報（ファクス、電話音声、メール等）、ＷＥＢ監視でポンプ場の
異常を確認すること。また、異常通報があった場合、マンホールポンプ場・発⽣
時刻・通報名・処置等を記録すること。 

・受託者は、以下の関連業務を実施すること。 

(a)高圧洗浄機等を用いてマンホール内のスカムの除去 
(b)作業中の交通整理等 
(c)異常通報への対応（停電、高水位、運転時間異常、故障、漏電、電源断等） 

2.4.2  修繕業務 
・受託者は、マンホールポンプの機能及び性能を維持するため、保守点検結果及び

保全履歴等を踏まえた保全計画を策定すること。保全計画には、修繕方針、部品
交換基準、予防保全手法その他施設の機能維持及びライフサイクルコストの縮減
に資する事項を含むものとし、事前に市の確認を得ること。 

・マンホールポンプに異常・故障等が発⽣した場合は、補修等の適切な初期対応を
行うと共に、原因を究明し、異常報告を速やかに行って機能の回復に努めること。
ただし、予備機等により必要な機能が確保されている場合は、緊急対応を要しな
いものとする。 

・修繕は、原則として１年あたり１，５００万円（税込）以下とする。また、修繕
部品等の購入や修繕費等の支払いに係る事務についても本業務に含むものとする。
なお、事前に修繕内容、修繕金額を市に提出し、確認を得るものとする。ただし、
緊急を要する場合はこの限りではない。 

・修繕に使用する部品等は、仕様変更による性能低下とならないよう実施すること。 
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・故障、不良、破損の状況が受託者では対応できない場合は、異常報告書及び図面
を添付して報告を行い市へ復旧依頼を行うこと。 

・修繕実施後の履歴を整理し、市に報告すること。 

・マンホールポンプの保全履歴や整備・工事等の情報を整理し保管すること。 

・業務終了時におけるマンホールポンプの原状回復のための補修を含むものとする。 

2.4.3  ユーティリティ調達業務 
・受託者は、維持管理に関わるユーティリティ（電気）を負担し、効率的な運用を

図ること。 

・通信に係る費用については、市が別途設置・契約するものを除き、受託者の負担
において調達するものとする。 

・受託者は、省エネルギーの観点から使用電力量の低減等の自主的なエネルギー管
理を行うこと。 

・上記実施内容の的確性が説明できるデータを収集・整理し、常備すること。 

2.5 管路施設に係る維持管理業務の要求水準 

・本業務における管路施設の維持管理については、事業開始当初は管路施設の実態
把握及びデータ整備が十分でないことを踏まえ、前期においては仕様発注型によ
る業務管理を基本とする。 

・その後、点検・調査及び維持管理データの蓄積状況を踏まえ、後期においては性
能発注型へ段階的に移行し、受託者提案に基づく性能指標による管理へ移行する
ことを基本方針とする。 

2.5.1  業務指標の設定 
・受託者は、事業開始後、前期８年間の管路施設に係る維持管理業務の業務実施状

況を踏まえ、後期２年間に適用する業務指標（性能指標）を提案すること。 

・本業務に適用する業務指標項目及び目標水準は、受託者の提案に基づき市との協
議により決定するものとする。業務指標の確定後は、必要に応じて各種業務計画
書に反映すること。 

・受託者は、設定された業務指標を達成に向け業務を実施すること。 

・業務指標の評価は年度単位で行い、未達成の場合は原因分析の上、業務改善計画
案を作成し、市の承認を得て業務改善を図ること。 

・協議により決定した業務指標は、市又は受託者の申出により見直し、協議を行う
ことができる。 
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2.5.2  機材の準備 
・業務の履行に必要な機材は、受託者の責任と負担において準備すること。 

・受託者が準備すべき機材は別紙６に示すものを標準とし、迅速な対応がとれるよ
う準備すること。 

2.5.3  点検・調査業務 
（１）令和１０年度〜１２年度（前期：仕様フェーズ） 

・市が策定している弘前市公共下水道ストックマネジメント計画（令和８年度〜１
２年度）及び弘前市公共下水道アセットマネジメント計画を踏まえ、点検･調査
を実施すること。令和１０年度〜１２年度の点検・調査箇所を添付資料１１に示
す。 

・管路施設に不具合が確認された場合は、点検・調査内容を下水道ストックマネジ
メント計画に反映できるよう、点検・調査業務における項目及び判定基準につい
て、「下水道維持管理指針」（公益社団法人日本下水道協会）に基づき判定する
こと。 

（２）令和１３年度〜１７年度（移行期） 

・受託者の点検・調査内容を反映した弘前市公共下水道ストックマネジメント計画
（令和１３年度〜１７年度）を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行い、点
検・調査を実施すること。 

・点検・調査箇所及び手法は、市と受託者が協議により決定し、実施手法は計画書
にて取りまとめ、事前に市の承諾を得ること。新技術等のより効率的な手法の適
用は受託者提案によるものとする。 

・令和１７年度までの点検・調査箇所は添付資料１１を基本とし、法定点検に係る
点検・調査箇所は業務期間を通して添付資料１１に準拠すること。 

（３）令和１８年度〜１９年度（後期：性能フェーズ） 

・受託者の点検・調査結果を反映した弘前市公共下水道ストックマネジメント計画
（令和１８年度〜２２年度）を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行った上で、
点検・調査を実施すること。 

・点検・調査箇所及び手法は受託者提案を基に市との協議の上で決定し、実施手法
は計画書にて取りまとめ、事前に市の承諾を得ること。新技術等のより効率的な
手法の適用は受託者提案によるものとする。 

2.5.4  清掃業務 
・清掃箇所や順序等は市と受託者が協議の上で設定し、清掃に用いる手法や使用す
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る機材は計画書にて取りまとめ、事前に市の承諾を得ること。新技術等のより効
率的な手法の適用は受託者提案による。 

・定期的な清掃場所は添付資料１２のとおりであり、これに基づき実施すること。 

・受託者は、市が指定する管路施設について作業を実施するものとする。 

・作業にあたっては、下流側への⼟砂等の流出を防止する措置を講じること。万一
流出が発⽣した場合は、受託者の責任において速やかに除去すること。 

・作業実施にあたっては事前に市へ届出を行い、⼟砂の飛散、臭気の漏洩等が⽣じ
ないよう適切な運搬車両及び養⽣を行うこと。 

・積み込みにあたっては、⼟砂等の飛散により、通行人及びその他の工作物を汚損
させないように措置を講ずること。 

・⼟砂等の運搬にあたっては、水切りを十分に行い、途中漏落しないような措置を
講じ、積載超過のないよう適切に管理にすること。 

・高圧洗浄車の使用にあたっては、管渠を損傷することのないよう適切な吐出圧で
作業を行うこと。また、高圧洗浄車に使用する洗浄水は事前に積載すること。 

・清掃等により発⽣した⼟砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき適
正に処理すること。 

・受託者は、本業務の実施に当たり地域住⺠等に対して必要な説明を行い、理解と
協力を得るとともに、苦情・紛争等の未然防止に努めること。 

・苦情、要望等があった際は速やかに市へ報告し、その指示を受けた上で誠実に対
応し、その結果を報告すること。 

・清掃業務は、前述の定期清掃、⼟砂等の処分、後述の和徳雨水吐室内スクリーン
点検清掃、事故対応・住⺠対応時の突発的に発⽣した清掃等を含め、原則として
１年あたり１，６４０万円（税込）以下とする。なお、事前に清掃等の内容と金
額を市に提出し、確認を得るものとする。ただし、緊急を要する場合はこの限り
ではない。 

・受託者は和徳雨水吐室の無動力スクリーンが円滑に動作するように点検清掃を行
い、スムーズに雨水渠のごみを取り除けるようにすること。 

・伏越し箇所（１５箇所）の清掃・点検（３年に１回）・調査及び市街地の布設年
度の古い路線の清掃（１２ブロック（年に１ブロック清掃））の清掃実施箇所及
び条件は、業務期間を通して添付資料１１に準拠し、原則として１年あたり１，
５００万円（税込）以下とする。なお、事前に清掃・点検・調査内容と、金額を
市に提出し、確認を得るものとする。 
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2.5.5  修繕業務 
・点検、清掃等により不良、破損等を確認した場合は、速やかに補修等を計画し、

その機能回復の方法について市に報告すること。新技術等のより効率的な手法の
適用は受託者提案による。 

・一部の修繕は市で実施するため、適切な連絡体制及び協力体制を構築すること。 

・計画修繕業務として、掘削を伴わない点検・調査業務のうち、必要と判断された
修繕を実施すること。 

・突発修繕業務として、管渠部分補修、マンホール・管口の止水等の軽微な補修、
マンホール蓋のガタツキや部品取替等の補修を実施すること。また、巡回時や住
⺠対応時に発見した軽微な修繕（常温合材等による穴埋め補修等）及び道路陥没
時の１次対応（安全措置及び原因調査）を実施すること。 

・修繕業務における市及び受託者の業務区分表を別紙７に示す。 

・修繕業務は、年次ごとに原則として次のとおりとする。 

(a)令和１０年度は実態把握（調査）開始期であることから、修繕対応は過年度
実績を基準とし、１年あたり２，０００万円（税込）以下とする。 

 (b)令和１１年度以降は、調査結果により判明する修繕対象箇所の増加を想定し、
計画修繕業務は１年あたり１億５００万円（税込）以下とする。 

 (c)突発修繕業務は各年度とも１年あたり５００万円（税込）以下とする。 

 (d)令和１１年度以降の合計は、１年あたり１億１０００万円（税込）以下とす
る。 

 (e)上記修繕費には農業集落排水施設に係る修繕費を含むものとし、その目安額
は各年度３００万円（税込）とする。 

※修繕部品等の購入や修繕費等の支払いに係る事務についても本業務に含む
ものとする。 

※事前に修繕内容及び金額を市に提出し、確認を得るものとする。ただし、
緊急を要する場合はこの限りではない。 

2.5.6  事故対応・住⺠対応業務 
・受託者は次の（１）〜（５）を実施すること。事故対応・住⺠対応業務のフロー

図は別紙８に示す。 

（１）通報受付 

・住⺠からの通報については、平日昼間を除き、受託者が一元的に受け付けるもの
とする。 
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・平日昼間においては、市が通報受付を行い、緊急性又は現場対応が必要と判断し
た場合は、受託者へ速やかに引き継ぐものとする。 

（２）市への情報共有 

・通報を受けた場合は、速やかに記録整理を行い、市へ情報共有を行うこと。 

・市と受託者間で迅速な連絡が可能となる連絡体制を構築し、必要に応じて改善を
行うこと。 

（３）現場調査 

・現場対応者は、通報受付後、速やかに現場確認を行い、原因調査を調査すること。
なお、到達時間は地理条件・気象条件等を踏まえ、概ね１時間以内を基本とする。 

・原因の調査に先立ち、必要に応じて現場周辺の安全措置を講じること。 

・常温合材等による穴埋め補修等で対応可能な軽微な不具合である場合は、修繕を
実施すること。 

・管きょ閉塞の場合は、公共桝蓋を開け、詰まりの箇所を特定すること。 

−公共桝より上流側の排水設備が閉塞している場合は、所有者管理となる旨を説
明し、所有者へ対応を促すこと。 

−公共桝より下流側の閉塞の場合は、閉塞除去を実施すること。 

・道路陥没等、施設本体の破損が疑われる場合は、市が修繕を実施するため、速や
かに現場状況を市に報告すること。 

（４）閉塞除去 

・高圧洗浄車等を用いた緊急的な詰まり処理及び復旧作業を実施すること。 

（５）対応報告 

・業務終了後は、内容、時間等を市及び住⺠へ速やかに報告すること。 

・月間業務報告書にて、件数、内容及び対応時間等を整理し、市に報告すること。 
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別紙１ 処理施設に係る環境管理業務の水質測定項目及び臭気点検項目 
１ 湯口浄化センター 

・水質測定項目及び臭気点検項目は以下のとおりとする。 
◎水処理施設 

採取箇所 
項 目 

流 入 １系〜３系 
ＯＤ槽 

１系〜３系 
沈殿槽 

№１〜№２ 
放 流 

備 考 

水 温 ◎ ◎ ◎ ◎  
外 観 ◎ ◎ ◎ ◎  

透 視 度 ◎  ◎ ◎  
臭 気 ◎ ◎ ◎ ◎  

ｐＨ ○ ○ ○ ○ ２回／週程度 
ＤＯ  ◎  ◎  
ＳＶ  ◎    

ＭＬＳＳ  ○   ２回／週程度 
◎汚泥処理施設 

採取箇所 
項 目 

脱水汚泥    備 考 

含 水 率 ◎     
凡例：◎日常行う ○適宜行う  

２ 百沢浄化センター 

・水質測定項目及び臭気点検項目は以下のとおりとする。 
◎水処理施設 

採取箇所 
項 目 

流入（ポン
プ井） ＯＤ槽 最終沈殿池 放 流 備 考 

水 温 ◎ ◎ ◎ ◎  
外 観 ◎ ◎ ◎ ◎  

透 視 度 ◎  ◎ ◎  
臭 気 ◎ ◎ ◎ ◎  

ｐＨ ◎ ◎ ◎ ◎  
ＤＯ  ◎  ◎  
ＳＶ  ◎    

ＭＬＳＳ  ◎    
◎汚泥処理施設 

採取箇所 
項 目 

脱水汚泥    備 考 

含 水 率 ◎     
凡例：◎日常行う ○適宜行う  



30 
 

３ 常盤野浄化センター 
・水質測定項目及び臭気点検項目は以下のとおりとする。 

◎水処理施設 
採取箇所 

項 目 流入 （原水
ポンプ槽） 

Ａ系・Ｂ
系接触曝

気槽 
Ａ系・Ｂ
系沈殿槽 

Ａ系・Ｂ系 
放流（消毒

槽） 
備 考 

水 温 ◎ ◎ ◎ ◎  
外 観 ◎ ◎ ◎ ◎  

透 視 度 ◎  ◎ ◎  
臭 気 ◎ ◎ ◎ ◎  

ｐＨ ◎ ◎ ◎ ◎  
ＤＯ  ◎  ◎  
ＳＶ  ◎    

ＭＬＳＳ  ◎    
残留塩素濃度    ◎  

◎汚泥処理施設 

採取箇所 
項 目 脱水汚泥    備 考 

含 水 率 ○     
凡例：◎日常行う ○適宜行う  
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別紙２ 処理施設に係る環境管理業務の分析項目、実施時期及び回数 
１ 弘前市下水処理場 

・分析項目、実施時期及び回数は以下のとおりとする。 
・測定時期は市との協議のうえ、決定するものとする。 
・受託者は次の法定基準を順守することとする。 
(a)水質汚濁防止法第三条関係 [排水基準を定める省令 別表第二] 
(b)ダイオキシン類対策特別措置法施行規則第一条の二 [別表第二 水質排出基準]（参考基

準） 

 

 

２ 浄化センター（水質） 

・分析項目、実施時期及び回数は以下のとおりとする。 
・各施設において、流入水は５月と１１月の１回目に実施すること。また、放流水はNo.１

〜No.１１の試験項目は毎月２回、No.１２〜No.４４の試験項目は５月と１１月の１回目
に実施すること。 

・受託者は次の法定基準を順守することとする。 
(a)下水道法施行令第六条第一項 [放流水の水質の技術上の基準] 
(b)水質汚濁防止法第三条関係 [排水基準を定める省令 別表第一、別表第二]  
 

弘前市下水処理場

放流水

No. 試験項目 年間試験回数
1 水素イオン濃度 4 4

2 ⽣物化学的酸素要求量 4 4

3 浮遊物質量 4 4

4 大腸菌数（平板培養法） 4 4

5 ダイオキシン類 1 1

計
  試験項目

        対象施設
        及び試料名
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試験項目 流入水 放流水 流入水 放流水 流入水 放流水

No. 試験項目
1 アンモニア性窒素 2 24 2 24 2 24 78
2 硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 2 24 2 24 2 24 78
3 水素イオン濃度 2 24 2 24 2 24 78
4 ⽣物化学的酸素要求量 2 24 2 24 2 24 78
5 化学的酸素要求量 2 24 2 24 2 24 78
6 浮遊物質量 2 24 2 24 2 24 78
7 n-ヘキサン抽出物質（鉱油類） 2 24 2 24 2 24 78
8 n-ヘキサン抽出物質（動植物油脂類） 2 24 2 24 2 24 78
9 大腸菌数（平板培養法） 2 24 2 24 2 24 78

10 窒素含有量 2 24 2 24 2 24 78
11 リン含有量 2 24 2 24 2 24 78
12 カドミウム及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
13 シアン化合物 2 2 2 2 2 2 12
14 有機リン化合物 2 2 2 2 2 2 12
15 鉛及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
16 六価クロム化合物 2 2 2 2 2 2 12
17 砒素及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
18 水銀及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
19 アルキル水銀 2 2 2 2 2 2 12
20 ポリ塩化ビフェニル（PCB） 2 2 2 2 2 2 12
21 トリクロロエチレン 2 2 2 2 2 2 12
22 テトラクロロエチレン 2 2 2 2 2 2 12
23 ジクロロメタン 2 2 2 2 2 2 12
24 四塩化炭素 2 2 2 2 2 2 12
25 1,2-ジクロロエタン 2 2 2 2 2 2 12
26 1,1-ジクロロエチレン 2 2 2 2 2 2 12
27 シス-1,2-ジクロロエチレン 2 2 2 2 2 2 12
28 1,1,1-トリクロロエタン 2 2 2 2 2 2 12
29 1,1,2-トリクロロエタン 2 2 2 2 2 2 12
30 1,3-ジクロロプロペン 2 2 2 2 2 2 12
31 チウラム 2 2 2 2 2 2 12
32 シマジン 2 2 2 2 2 2 12
33 チオベンカルブ 2 2 2 2 2 2 12
34 ベンゼン 2 2 2 2 2 2 12
35 セレン及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
36 ホウ素及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
37 フッ素及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
38 1.4-ジオキサン 2 2 2 2 2 2 12
39 フェノール類 2 2 2 2 2 2 12
40 銅及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
41 亜鉛及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12
42 鉄及びその化合物（溶解性） 2 2 2 2 2 2 12
43 マンガン及びその化合物（溶解性） 2 2 2 2 2 2 12
44 クロム及びその化合物 2 2 2 2 2 2 12

             対象施設
             及び試料名

年間試験回数

計
常盤野浄化センター百沢浄化センター湯口浄化センター
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３ 浄化センター（汚泥） 
・分析項目、実施時期及び回数は以下のとおりとする。 
・各施設において、８月に実施すること。 
・受託者は次の法定基準を順守することとする。 
(a) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第六条関係 
[金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令 別表第一] 

 
 
 
 

湯口浄化センター 百沢浄化センター 計

試験項目 脱水汚泥 脱水汚泥

試験内容 No. 試験項目

1 アルキル水銀 1 1 2

2 水銀又はその化合物 1 1 2

3 カドミウム及びその化合物 1 1 2

4 鉛及びその化合物 1 1 2

5 有機リン化合物 1 1 2

6 六価クロム化合物 1 1 2

7 砒素及びその化合物 1 1 2

8 シアン化合物 1 1 2

9 ポリ塩化ビフェニル（PCB） 1 1 2

10 トリクロロエチレン 1 1 2

11 テトラクロロエチレン 1 1 2

12 ジクロロメタン 1 1 2

13 四塩化炭素 1 1 2

14 1,2-ジクロロエタン 1 1 2

15 1,1-ジクロロエチレン 1 1 2

16 シス-1,2-ジクロロエチレン 1 1 2

17 1,1,1-トリクロロエタン 1 1 2

18 1,1,2-トリクロロエタン 1 1 2

19 1,3-ジクロロプロペン 1 1 2

20 チウラム 1 1 2

21 シマジン 1 1 2

22 チオベンカルブ 1 1 2

23 ベンゼン 1 1 2

24 セレン及びその化合物 1 1 2

25 1,4-ジオキサン 1 1 2

26 含水率 1 1 2

27 強熱減量 1 1 2

28 ダイオキシン類 1 1 2

年間試験回数

含
有
試
験

溶
出
試
験

　　　　　　　　　　　　　　　　　対象施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　及び試料名
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別紙３ 処理施設に係る環境管理業務の採水用データシート 
 

 

  

当日 前日 前々日

備  考

汚
泥
項
目

泥温（℃）

泥  臭

色  相

外観（砂泥等）

流量（m3／h）

気  温（℃）

水
質
項
目

水  温（℃）

透視度（ｃｍ）

外観・色相

臭  気

採水用データシート

採取場所

採取年月日

天 候

採集者名

令和  年  月  日

： ： ：

共
通
項
目

資 料 名 流入水 放流水 脱水汚泥

採取地点

採取時刻
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別紙４ 処理施設に係る保守点検業務の過年度までの委託仕様書 
・添付資料１「令和７年度 弘前市下水処理場外運転管理業務 特記仕様書」を参

照すること。 
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別紙５ 処理施設に係る保守点検業務における消防用設備点検、自家用電気工作物保
安管理、その他法令で定められている点検、設備メーカーによる点検などの過年度ま
での委託仕様書 
・添付資料２「令和７年度 弘前市下水処理場外消防用設備点検業務 特記仕様書」を参照

すること。 
・添付資料３「令和５年度 弘前市下水処理場外受変電発電設備点検業務 特記仕様書」を

参照すること。 
・添付資料４「令和５年度 弘前市下水処理場放送設備点検業務 特記仕様書」を参照する

こと。 
・添付資料５「令和５年度 弘前市下水処理場外自家用電気工作物保安管理業務 特記仕様

書」を参照すること。 
・添付資料６「令和６年度 弘前市下水処理場監視制御設備点検業務 特記仕様書」を参照

すること。 
・添付資料７「令和６年度 弘前市下水処理場重油地下タンク定期点検業務 特記仕様書」

を参照すること。 
・添付資料８「令和５年度 弘前市下水処理場地下タンク点検清掃及び廃油運搬業務 特記

仕様書」を参照すること。 
・添付資料９「令和６年度 弘前市下水処理場計測設備点検業務 特記仕様書」を参照する

こと。 
・添付資料１０「令和６年度 中継ポンプ場監視制御設備点検業務 特記仕様書」を参照す

ること。 
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別紙６ 準備機材 

機材名 用途 
業務事務所等

への常備 

高圧洗浄車 管路清掃業務、管路点検・調査業務に使用 必要 

吸引車 管路清掃業務、管路点検・調査業務に使用 必要 

本管用TVカメラ 管路点検・調査業務に使用 必要 

管口カメラ 管路点検・調査業務に使用 必要 

取付管用TVカメラ 住⺠対応業務等に使用 必要 

小型高圧洗浄機等 
清掃機器一式 

住⺠対応業務等に使用 必要 

作業車両 各種業務に使用 必要 

酸素濃度等測定器 下水道施設の内部作業に使用 必要 

発電機・送風機 下水道施設の内部作業に使用 必要 

発電機・水中ポンプ 住⺠対応業務等に使用 必要 

※上記機材の使用に必要な燃料、消耗品等の他、業務事務所の運営に必要となる備品等を
含む。 

※迅速に対応できるよう受託者の事業所への常備も可とする。 
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別紙７ 管路施設に係る修繕業務における市及び受託者の業務区分表 
修繕の種類 対象施設 対象業務 本業務の対象の可否 

① 計画修繕 
（予防保全型） 
 

・管渠本体 
・マンホール本体 
・マンホール蓋 
・取付管 

（掘削なし） 
・点検・調査業務において、必要と
判断された修繕 

対象 

（掘削あり） 
・点検・調査業務において、必要と
判断された修繕 

対象外 

・計画的な管渠本体・マンホール本
体の更⽣とマンホール蓋の取替 

対象外 

② 突発修繕 
（事後保全型） 
 

・管渠本体 
・マンホール本体 
・マンホール蓋 
・取付管 
・桝 

（掘削なし） 
・管渠部分補修 
・マンホール・管口の止水等の軽微
な補修 
・マンホール蓋のガタツキや部品取
替等の補修 

対象 

（掘削なし） 
・軽微な修繕（常温合材等による穴
埋め等）で巡回時や住⺠対応時に発
見したもの。 
・道路陥没１次対応（安全措置＋原
因調査） 

対象 

（掘削あり） 
・掘削を伴う修繕 
・道路陥没本復旧 

対象外 
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別紙８ 管路施設に係る事故対応・住⺠対応業務のフロー図 

   
  ※赤字：現行からの変更箇所 

＜参考＞ 

 































































































弘前市上下水道部下水道施設課　

令和　７　年度

令和７年度  弘前市下水処理場外消防用設備点検業務

特     記     仕    様    書

4035
テキストボックス
添付資料2



　弘前市下水処理場外消防用設備点検業務は、この仕様書に定めるところによる。

１　業務名称

　　令和７年度  弘前市下水処理場外消防用設備点検業務

２　業務概要

　　本業務は、消防法第１７条の３の３の規定に基づき、弘前市下水処理場外１７施設

　に設置されている消防用設備等の点検を実施するものである。

３　業務期間

　　契約締結日翌日から令和８年２月２７日まで

４　業務場所

（１） 弘前市下水処理場 弘前市大字津賀野字浅田２６９－３

（２） 城西中継ポンプ場 弘前市大字城西５丁目１７－２

（３） 桜ヶ丘中継ポンプ場 弘前市大字桜ケ丘５丁目６－１

（４） 城東中継ポンプ場 弘前市大字末広１丁目６－１

（５） 堀越中継ポンプ場 弘前市大字堀越字川合１－６

（６） 湯口浄化センター 弘前市大字湯口字ニノ安田２

（７） 百沢浄化センター 弘前市大字百沢字温湯１８－９

（８） 東目屋地区農業集落排水処理施設 弘前市大字国吉字村元９４

（９） 高杉地区農業集落排水処理施設 弘前市大字高杉字五反田４４７

（10） 船沢地区農業集落排水処理施設 弘前市大字宮舘字宮川１３５

（11） 新和鬼楢地区農業集落排水処理施設 弘前市大字楢木字富岡２－１

（12） 裾野新和北地区農業集落排水処理施設 弘前市大字小友字宇田野１０４７

（13） 八幡地区農業集落排水処理施設 弘前市大字八幡字平塚６８－３

（14） 新岡地区農業集落排水処理施設 弘前市大字葛原字大柳２１－４

（15） 大久保地区農業集落排水処理施設 弘前市大字紙漉沢字地形１９－４

（16） 鳥井野地区農業集落排水処理施設 弘前市大字鳥井野字宮本４０２－２

（17） 新法師地区農業集落排水処理施設 弘前市大字新法師字稔３－４

（18） 一丁木地区農業集落排水処理施設 弘前市大字坂市字亀田６７－８

５　点検対象消防用設備等

　　別紙のとおり

６　点検等内容及び方法

（１） 機器点検（６月毎、年２回）

ア 　消防用設備等に附置される非常電源の正常な作動。

イ 　消防用設備等の機器の適正な配置、損傷等の有無その他主として外観から判別で

きる事項。

ウ 　消防用設備等の機能について、外観から又は簡易な操作により判別できる事項。

（２） 総合点検（年１回）

消防用設備等の全部もしくは一部を作動させ、または当該消防用設備等を使用する

　　ことにより、当該消防用設備等の総合的な機能を、消防用設備等の種類等に応じ点検

　　基準に従い確認すること。

（３） 消火器内部及び機能点検（年１回）

発注者の指定する蓄圧式消火器４本の内部及び機能点検を実施し、点検した消火器

　　と消火薬剤を処分し、発注者が支給する消火器に交換するものとする。

７　消防用設備等の保守点検実施者

　　点検者は、点検を行う設備に応じた消防設備士又は、消防設備点検資格者とし、受注

　者は、業務従事者の名簿及び資格を証する免状等の写しを発注者に提出するものとする。



８　点検実施時期

総合点検

　消火器

　誘導灯及び誘導標識

　屋内消火栓設備

　自動火災報知設備

　配線 １１月～１月

　　日程は、発注者と受注者の協議のうえ決定する。

９　消防用設備等の点検結果報告

（１） 受注者は、点検において消防用設備等に不良が認められたときは速やかに発注者に

　　報告するものとする。

（２） 受注者は、弘前地区消防事務組合が定める消防用設備等点検結果報告書を、発注者

　　に各回毎に１部提出するものとする。

（３） 消防法施行令が定める３年に１回の消防署長への報告は、令和８年度の総合点検実

　　施後となるが、発注者の指示により報告する場合は、点検結果報告書を２部作成し提

　　出をもって行うものとする。

10　業務実施時の注意事項

（１） 点検業務と維持管理作業

受注者は、点検業務の実施にあたって、施設の維持管理作業に支障のないよう十分

　　注意しなければならない。作業内容によって、各設備の運転・停止等が必要な場合、

　　または、監視作業等ができなくなる場合は、発注者と協議のうえ、代替処置を講じた

　　のち実施するものとする。

（２） 緊急時における設備の保全

本業務実施中、消防用設備等以外の施設設備に、異常や故障などの維持管理上重大

　　な支障が生じたとき、または、その恐れがある場合は、施設設備の保全並びに維持管

　　理業務を優先して行わなければならない。

（３） 緊急時の指揮

本業務実施中、緊急の事態が発生した場合は、作業に関する指揮は発注者の係員が

　　これを行う。

11　環境配慮に係る取り組みへの協力要請

　　受注者は、本市が実施する環境配慮に係る取り組みへの協力要請に対して、可能な限

　りこれに協力すること。なお、仕様書で指定されている項目以外については、あくまで

　も協力のお願いであり、取り組みを強制するものではないが、可能な限り実施すること。

12　暴力団または暴力団関係者による不当介入に対する通報・報告義務

　　受注者は、受注者及び下請負人に対して暴力団又は暴力団関係者による不当介入があ

　った場合は、警察及び発注者へ通報・報告しなければならない。また、警察の捜査上必

　要な協力を行うものとする。

13　受注者は、情報セキュリティーポリシーの重要性について共通の認識を持つとともに、

　業務の遂行にあたって「弘前市情報セキュリティーポリシー」を遵守すること。

１回目　　５月～７月

１１月～１月

２回目　１１月～１月

無し

消防設備等
点検実施時期

機器点検

１回目　　５月～７月

無し

２回目　１１月～１月



別紙　　消防用設備等

管
理
本
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の

保
管
場
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管
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ポ
ン
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中
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ポ
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桜
ケ
丘
中
継
ポ
ン
プ
場

城
東
中
継
ポ
ン
プ
場

堀
越
中
継
ポ
ン
プ
場

加圧式 本

粉末消火器 蓄圧式 本 38 7 7 9 1 4 1 1 68 5 4 5 3

車載式　加圧・蓄圧 本 1 1 2

二酸化炭素 3.2kg ７型 本 4 1 1 6

加圧送水装置 ポンプ・モータ 組 1 1 2

制御盤 面 1 1 2

屋内消火栓 組 7 4 11

呼水装置 組 1 1

放水試験 箇所 1 1 2

Ｐ型１級　５回線 面

Ｐ型１級１０回線 面 1 1

Ｐ型１級２０回線 面 1 1

受信機 Ｐ型１級３０回線 面 1 1

Ｐ型２級　１回線 面 1 1

Ｐ型２級　３回線 面 1 1 2 1

Ｐ型２級　５回線 面 1 1 1

差動式 スポット型 個 56 1 4 61 10 2

定温式 スポット型 個 39 17 2 5 3 2 68 1 4

個 9 9

イオン化式 個 14 2 9 1 2 28

光電式 個 53 16 2 6 3 2 16 2 100 2 2 8 8

Ｐ型１級 個 11 1 4 1 2 19

Ｐ型２級 個 3 3 1 7 4 1 2

表示灯 灯 11 3 1 4 1 3 2 1 26 4 1 2

音響装置 個 15 3 1 4 1 15 2 1 42 4 2 2 2

消火栓起動装置 個 7 4 11

予備電源 組 2 1 1 1 1 6 1 1 1 1

中型 20W 灯 1 1

小型 10W 灯 6 6 12 24 2 4

Ｂ級 灯

Ｃ級 灯 3 1 1 11 16 1 4

中型 20W 灯

中型 10W 灯 3 3

小型 10W 灯 2 1 3 1

Ｃ級 灯 2 1 2 9 14 1

中型 20W 灯 4 4 1

小型 10W 灯

誘導標識 枚

式 1 1 1 1 1 1 1 1 8 1 1 1 1

屋
内
消
火
栓
設
備

消防用設備等
単
位

弘前市下水処理場

計

中継ポンプ場

消
火
器
具

煙感知器

発信機

自
動
火
災
報
知
設
備

熱感知器

差動式 空気管

配線

誘
導
灯
及
び
誘
導
標
識

避難口

誘導灯

通路

階段
通路



湯
口
浄
化
セ
ン
タ
ー

百
沢
浄
化
セ
ン
タ
ー

東
目
屋
地
区

高
杉
地
区

船
沢
地
区

新
和
鬼
楢
地
区

裾
野
新
和
北
地
区

八
幡
地
区

新
岡
地
区

大
久
保
地
区

鳥
井
野
地
区

新
法
師
地
区

一
丁
木
地
区

加圧式 本

粉末消火器 蓄圧式 本 6 7 5 6 13 6 9 4 4 3 4 2 3

車載式　加圧・蓄圧 本

二酸化炭素 3.2kg ７型 本

加圧送水装置 ポンプ・モータ 組

制御盤 面

屋内消火栓 組

呼水装置 組

放水試験 箇所

Ｐ型１級　５回線 面 1

Ｐ型１級１０回線 面 1

Ｐ型１級２０回線 面

受信機 Ｐ型１級３０回線 面

Ｐ型２級　１回線 面

Ｐ型２級　３回線 面

Ｐ型２級　５回線 面 1 1 1

差動式 スポット型 個 2 3 2

定温式 スポット型 個 1 6 47 71

個

イオン化式 個

光電式 個 14 21 4 11 3

Ｐ型１級 個 2 3

Ｐ型２級 個 2 3 5

表示灯 灯 2 3 2 3 5

音響装置 個 2 4 2 3 5

消火栓起動装置 個

予備電源 組 1 1 1 1 1

中型 20W 灯 2 3

小型 10W 灯 10 10 13 7 2

Ｂ級 灯 1

Ｃ級 灯 1 3 1 3 1 1

中型 20W 灯

中型 10W 灯

小型 10W 灯 2

Ｃ級 灯 2

中型 20W 灯

小型 10W 灯

誘導標識 枚 2 14 9 6 5 2 5

式 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

屋
内
消
火
栓
設
備

消防用設備等
単
位

特定環境保
全公共下水
道処理場１

農業集落排水処理施設

消
火
器
具

差動式 空気管

煙感知器

発信機

自
動
火
災
報
知
設
備

熱感知器

配線

誘
導
灯
及
び
誘
導
標
識

避難口

誘導灯

通路

階段
通路



 



令和 ５ 年度

令和５年度　弘前市下水処理場外受変電発電設備点検業務

特     記     仕    様    書

弘前市上下水道部下水道施設課

4035
テキストボックス
添付資料3



１．業務概要

　　　弘前市下水処理場及び城西中継ポンプ場の受変電発電設備の機能維持を図るため、当該

　　設備の保守点検業務を委託するものである。

２．業務名称

　　令和５年度 弘前市下水処理場外受変電発電設備点検業務

３．業務場所

　　弘前市下水処理場・・・弘前市大字津賀野字浅田269-3

　　城西中継ポンプ場・・・弘前市大字城西五丁目17-2

４．業務期間

　　契約締結日翌日　～　令和６年３月２５日まで

５．業務範囲（点検内容は別紙のとおり）

　（１）弘前市下水処理場

　　　ア高圧真空遮断器点検（VF-13CM-CG）　 １台

　　　　設置場所：弘前市下水処理場　電気棟自家発電機室（No.1発電機盤）

　　　　定　　格：7.2kV 600A

　　　　定格遮断電流：12.5kA

　　　イ高圧真空遮断器点検（VF-13DM-C）　　１台

　　　　設置場所：弘前市下水処理場　電気棟高圧電気室（自家発引込盤）

　　　　定　　格：7.2kV 600A

　　　　定格遮断電流：12.5kA

　（２）城西中継ポンプ場

　　　ア自家発電設備点検（PG78PY-RS）　１台

　　　　設置場所：城西中継ポンプ場発電機室

　　　　定格出力：72kVA　210V

６．報告書の提出

　　　受注者は、点検業務の完了時には、当該業務の経過及び結果を報告書として提出しなけ

　　ればならない。（写真帳を含む）ただし、点検時異常を発見した場合は、速やかに発注者

　　へ報告すること。

７．点検業務と維持管理業務

　　１）受注者は、点検業務を実施する施設の維持管理業務に支障のないよう、十分注意しな

　　　ければならない。

　　２）点検内容によって、各設備の運転・停止等が必要な場合又は監視業務等ができなくな

　　　る場合は、発注者と協議し、代替処置を講じたのち実施するものとする。

８．緊急時における対応

　　１）本業務履行中、受注者の責に帰すべき理由又はその他の理由により、業務対象外の設

　　　備に異常又は故障及び維持管理上重大な支障が生じた時又はその恐れがある場合は、設

　　　備の保全並びに維持管理業務を優先して行わなければならない。

　　２）本業務履行中、緊急の事態が発生した場合は、作業に関する指揮は発注者がこれを行

　　　う。

９．その他

　　１）本仕様書、契約書等に記載なき事項については、発注者と協議の上決定する。

　　２）受注者は、本市が実施する環境配慮に係る取組みへの協力要請に対して、可能な限り

　　　これに協力すること。なお、仕様書で指定されている項目以外については、あくまでも

　　　協力のお願いであり、取組みを強制するものではないが、可能な限り実施すること。

　　３）受注者は、受注者及び下請負人に対して暴力団又は暴力団関係者による不当介入があ

　　　った場合は、警察及び発注者へ通報・報告しなければならない。また、警察の捜査上必

　　　要な協力を行うものとする。

　　４）受注者は、情報セキュリティの重要性について共通の認識を持つとともに、業務の遂

　　　行に当たって「弘前市情報セキュリティポリシー」を遵守すること。



　　　《点検内容》

№ 点 検 内 容 備 考

絶縁部品の異常の有無

可とう導体の損傷、変色の有無

制御コイルの変色状態

オイルダンパーの状態（油漏れ）

各部品の損傷・発錆の有無

アース端子の接触状態

ねじ・止め輪等の緩み・脱落の有無

主回路部の締付け（ＳＷ管含む）

動作回数計の状態と取付部

投入ばね蓄勢機構

操作機構部

主回路接触子の状態と取付部

制御回路接触子の接続と圧着部

挿入・引出機構の状態と取付部

トリップ機構・インターロック確認

その他付属品取付部

異常摩擦・異物混入・焼付きの有無

注油・動作の円滑性

真
空
管

真空度 真空チェッカーにて良否確認

補助ＳＷの接触状態・動作確認

補助ＲＹ（制御基板）の状態・動作確認

リミットＳＷの状態・動作確認

電動機の状態・動作確認

手動開閉操作による

電動開閉操作による

主回路　－　大地間

主回路端子間

主回路極間

制御　－　大地間

＜特記事項＞

絶
縁
抵
抗
測
定

高圧真空遮断器点検内容（VF-13CM-CG、VF-13DM-C）

外
観
・
締
付
け
・
動
作
確
認

機
構

電
装
品

動
作
確
認



　　　《点検内容》

点 検 箇 所 点 検 内 容

外観全般の汚染・破損・発錆 目視・清掃

１ エンジン本体 油・水・燃料の漏れ 目視・増締め

２ 吸排気弁 ロッカーカバーの汚損・漏れ 目視・清掃

潤滑油量の確認 目視

潤滑油系統 潤滑油の汚損 目視

燃料油量確認 目視

燃料系統 噴射ポンプボルトの緩み 目視・増締め

ラジエータの汚損・破損 目視・清掃

ファンベルトの張り 目視・触手・調整

冷却水系統 配管・ホース類の亀裂 目視

スタータ配線の緩み 目視・触覚・増締め

始動系統 補助装置の作動 目視・触手・調整

保護装置の作動確認 シーケンステスト実施

総合試験 運転確認 各部記録の採取による

＜特記事項＞

交換部品

・パッキン １個

・オイルエレメント １個

・Ｖベルト １個

・フュエルエレメント １個

・シーリングワッシャー １個

・エンジンオイル（２０L） １個

・クーラント（１８L） １個

※発生材は適正に処分すること。

４

自家発電設備点検内容（機械設備）（PG78PY-RS）

№
点 検

備考

３

５

６

７



　　　《点検内容》

点 検 箇 所 点 検 内 容

外観全般の汚染・破損・発錆 目視・清掃

１ 発電機
端子および配線の過熱・変
色・損傷・緩み

目視・触覚・増締め

外観全般の汚損・破損・発錆 目視・清掃

端子および配線の過熱・変
色・損傷・緩み

目視・触覚・増締め

盤全体 配線の線名・表示・脱落 目視

３ 指示計器 指示異常の有無 目視・指示値の確認

外観全般の点検 目視・動作確認

充電装置 出力電圧の測定 テスターによる測定

外観全般の汚損・破損・発錆 目視・清掃

蓄電池 蓄電池電圧の測定 テスターによる測定

主回路　　－大地

励磁回路　－大地 メガー

絶縁抵抗測定 補器回路　－大地

保護装置の作動確認 シーケンステスト実施

総合試験 運転確認 各部記録の採取による

＜特記事項＞

自家発電設備点検内容（電気設備）（PG78PY-RS）

№
点 検

備考

２

４

５

６

７
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令和６年度　中継ポンプ場監視制御設備点検業務

特     記     仕    様    書

弘前市上下水道部下水道施設課　

4035
テキストボックス
添付資料10



１．業務概要
　　　中継ポンプ場（４箇所）の監視制御設備及び周辺機器等について、各設備の的確な
　　監視並びに操作制御の安定維持を図るため、保守点検業務を実施するものである。

２．業務名称
令和６年度　中継ポンプ場監視制御設備点検業務

３．業務場所
　　　弘前市下水処理場　：弘前市大字津賀野字浅田２６９-３
　　　城西中継ポンプ場　：弘前市大字城西五丁目１７-２
　　　桜ヶ丘中継ポンプ場：弘前市大字桜ヶ丘五丁目６-１
　　　城東中継ポンプ場　：弘前市大字末広一丁目６-１
　　　堀越中継ポンプ場　：弘前市大字堀越字川合１-６

４．業務期間
　　　契約締結日翌日　～　令和７年３月２１日まで

５．業務範囲（点検内容は別紙のとおり）
　１）場外監視制御装置点検・・・・１式
　　　・場外監視制御装置　　型式：HJ-7540-7ESJD/FS41　 １面
　　　　　盤名称 ／ 設置場所　：　LCD-1 ／ 中央操作室
　２）プリンター装置点検・・・・・１式
　　　・プリンター装置　　型式：IPSIO SP C721　　　　　１台
　　　　　盤名称 ／ 設置場所　：　PR-1 ／ 中央操作室
　３）コントローラ点検・・・・・・１式
　　　・コントローラ　　型式：MICREX-ZL　　　　　　　　１面
　　　　　盤名称 ／ 設置場所　：　TM-1N ／ 計算機室
　４）遠方監視制御装置点検・・・・１式
　　　①遠方監視制御装置（親局）　型式：MW-JC401-GS01　１面
　　　　　盤名称 ／ 設置場所　：　TM-1N ／ 計算機室
　　　②遠方監視制御装置（子局）　型式：MW-JC401-GS01　４面
　　　　　盤名称 ／ 設置場所　：　TM-2N～5N ／ 各中継ポンプ場電気室
　５）保守部品交換・・・・・・・・１式
　　　本体用フィルタ　型式：HJ-7969-25　　　　　　　　 １式

６．報告書の提出
　　　受注者は、点検業務の完了時には、当該業務の経過及び結果を報告書として２部（写真
　　帳は１部）提出しなければならない。ただし、点検時異常を発見した場合は、速やかに発
　　注者へ報告すること。

７．点検業務と維持管理業務
　　１）受注者は、点検業務の実施にあたって、令和４年度　弘前市下水処理場ほか運転管理
　　　業務に支障のないよう、十分注意しなければならない。
　　２）点検作業に伴い、各設備の運転・停止等が必要な場合又は監視業務等ができなくな
　　　る場合は、当該点検作業を行う前に発注者と協議した上で、実施するものとする。
　　　　また、発注者が必要と認めた場合には、受注者の負担で代替設備を用意し、点検作業
　　　を行うこと。



８．緊急時における対応
　　１）本業務履行中、受注者の責に帰すべき理由又はその他の理由により、業務対象外の設
　　　備に異常又は故障及び維持管理上重大な支障が生じた時又はその恐れがある場合は、設
　　　備の保全並びに維持管理業務を優先して行わなければならない。
　　２）本業務履行中、緊急の事態が発生した場合は、作業に関する指揮は発注者が行う。

９．その他
　　１）本仕様書、契約書等に記載なき事項については、発注者と協議の上決定する。
　　２）受注者は、本市が実施する環境配慮に係る取組みへの協力要請に対して、可能な限り
　　　これに協力すること。なお、仕様書で指定されている項目以外については、あくまでも
　　　協力のお願いであり、取組みを強制するものではないが、可能な限り実施すること。
    ３）受注者は、受注者及び下請負人に対して暴力団又は暴力団関係者による不当介入があ
　　　った場合は、警察及び発注者へ通報・報告しなければならない。また、警察の捜査上必
　　　要な協力を行うものとする。
    ４）受注者は、情報セキュリティーポリシーの重要性について共通の認識を持つとともに、
　　　業務の遂行にあたって「弘前市情報セキュリティーポリシー」を遵守すること。



機 能 区 分 点 検 内 容 備 考

１．外観構造確認 ① 冷却ファンの回転・異常音の確認及び清掃

② フィルターの清掃または交換

③ コネクタ部の装着状態の確認及び清掃

④ 本体内外部の清掃

⑤ 端子部の増し締め確認

⑥ DVDドライブの清掃

２．電源電圧測定 ① 供給電源電圧測定の実施 規格値 90V～110V

３．総合確認 ① RAS収集ツールにてRAS情報の保存

② 各種イベントログ確認

４．オンライン ① トレンドデータ及び帳票確認

　　動作確認 ② 画面のハードコピーを印字

　<特記事項>

場外監視制御装置(HJ-7540-7ESJD/FS41)



機 能 区 分 点 検 内 容 備 考

１．外観構造確認 ① プリンター内外部の清掃

② ランプ表示及びスイッチの機能確認

③ 冷却ファンの回転・異常音の確認及び清掃

④ 端子部の増し締め確認

⑤ コネクタ部の装着状態の確認及び清掃

２．点検 ① 各機構部の分解点検及び清掃

３．機能確認 ① テストプリントの実施

② オンライン印字による確認

　<特記事項>

プリンター装置(IPSIO SP C721)



機 能 区 分 点 検 内 容 備 考

１．外観構造確認 ① 冷却ファンの回転・異常音の確認及び清掃

② フィルターの清掃または交換

③ コネクタ部の装着状態の確認及び清掃

④ 端子部の増し締め確認

⑤ ロッカー内外部の清掃

⑥ 各LEDランプの確認

⑦ ヒューズの状態確認

２．電源電圧測定 ① 供給電源電圧測定の実施 AC85V～135V

② DC24V出力電圧測定 DC22.8V～26.4V

③ メモリーバックアップ電池の確認

３．プログラム ① 内部ソフト照合作業

照合作業

４．各種イベント ① RASデータの確認

　ログの確認・保存

５．オンライン ① オンラインデータ確認

　　動作確認

　<特記事項>

コントローラ(MICREX-ZL)



機 能 区 分 点 検 内 容 備 考

１．外観構造確認 ① フィルターの清掃または交換 城西及び桜ヶ丘は監視盤も含む

② コネクタ部の装着状態の確認及び清掃

③ 端子部の増し締め確認

④ ロッカー内外部の清掃 城西及び桜ヶ丘は監視盤も含む

⑤ 各LEDランプの確認

２．電源電圧測定 ① 供給電源電圧測定の実施 AC85V～135V

② DC24V出力電圧測定 DC22.8V～26.4V

３．入出力確認試験 ① AI/AOﾕﾆｯﾄ機能試験

② DI/PIﾕﾆｯﾄ機能試験

　<特記事項>

遠方監視制御装置(MW-JC401-GS01)



 



akamizono001
テキストボックス
① 伏越し箇所の清掃・点検・調査（３年に１回）及び
市街地の布設年度の古い路線の清掃（12ブロック（年に１ブロック清掃）

4035
テキストボックス

4035
タイプライター
添付資料11



4035
テキストボックス
添付資料１１



akamizono001
テキストボックス
② 一般環境下の重要施設管路の点検（15年に１回（重要）、25年に１回（その他）

4035
テキストボックス

4035
タイプライター
添付資料11



4035
テキストボックス

4035
タイプライター
添付資料11



akamizono001
テキストボックス
③ 公共のMP吐出し口の管口カメラ点検計画（３年に１回）

4035
テキストボックス

4035
タイプライター
添付資料11



4035
テキストボックス
添付資料11



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



akamizono001
テキストボックス
④ 農集のMP吐出し口の管口カメラ点検計画（５年に１回）

4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１



4035
テキストボックス
添付資料１１
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